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ー部次長 尾原 浩子 氏

キャンペーン
「この地でずっと」
地方消滅論の波紋

202４年７月６日
メディアセンター部

尾原浩子

■ 軸足は常に農山村に

中山間地域フォーラム夏のシンポジウム
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役割
日本で唯一の日刊農業専門紙
（毎日発行
農業農村食料農家の情報を届
ける

農政、JA、文化、社会、災害、
営農技術、経営、経済、流通、
くらし、娯楽、気象、地域の
話題、農水省、歴史、短歌…
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自己紹介

島根県出身
日本農業新聞では
本社の他
中国四国支所
北海道支所などに勤務
農山村再生について
主に取材
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尾原浩子
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１０年前も発表された「旧増田リポート」

 2014年5月８日「消滅可能性都市」（通称 増田リポート）
の発表

 ２０４０年までの３０年間の若年女性の減少率を独自算出。
若年女性が５０％以上減少する自治体を「消滅可能性都市」
と定義した。

４９・８％の８９６自治体を「消滅可能性都市」と
し、全自治体名のリストを公表した
⇒各報道機関が大々的に報道し、自治体に衝撃走る。
⇒発表から半年以内に政府は地方創生総合戦略策定、
まち・ひと・しごと創生本部の立ち上げなどほぼ提
言通りに動く
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１０年後の今年の発表では
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今回の波紋①

・多くの知事や一部の首長らが「推計はナン
センスである」「根拠がない」「女性に失礼
だ」「消滅という言葉はおかしい」などと直
後の定例会見等で疑問を投げかける

・全国紙や一部地方紙が記事や記者コラム、
社説などで「消滅という強い言葉を再び使う
のは感心しない」などと指摘した

10年前と違った
反響
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知事の声（県のホームページ、記者会見資料より抜粋）

島根県知事
「根本的なアプローチの違和感。市町村ということで捉えると何個消滅するとか
ショッキングな話になりますけど、都道府県単位では東京以外は全部人口が減るわけ
でしょう。つまり、国の問題だということです」「日本全体の問題を自治体の問題で
あるかのようにすり替えて言われているのは根本的に間違っている」「自治体ごとに
取り組まないといけない課題であるかのように、誤った世論誘導をしているところが
問題」「消滅可能性自治体に指摘されたところと、されていないところを分けて考え
ても、本質的な議論ではない」

青森県知事
「人口減少が進んでいくことは確かな未来として、今の時点では受け止めています。
消滅可能性自治体というのは、扇動的にそのようなことを言って、なんらかの行動を
促すものであると考えています」「社会減対策では、若者の定着と還流を促していく
ための仕組みづくりをオール青森でどのように実現していくかが大事だと考えていま
すので、そういう扇動的な言葉に負けずにやるべきことにしっかり取り組み、「若者
が、未来を自由に描き、実現できる社会」を実現していきたいと考えています。」
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知事の声（県のホームページ、記者会見資料より抜粋）
長野県知事
「少しこの消滅可能性自治体は、何となく人口が減ってしまうのは市町村の 努力が重要

だみたいな誤ったメッセージになりかねないと思って、私自身危惧していますけれども、
むし ろ少子化対策は本来国全体でしっかり腰を据えて取り組んでいただきたいと。中央政
府の責任、役割とし て取り組んでいただく部分が非常に大きいと思っています」

山口県知事

「これまでも、人口問題はそれぞれの県でも最重要課題でどこの地方の自治体も一丁目一
番地の課題としてやってきてます」「今回、問題は、要はその消滅可能性自治体というこ
とで個別に名前が挙げられて、それによってそれぞれの地方が頑張るべきだというか、そ
こは頑張っていないですとか、頑張ってもっと市町がやるべきだというようなところに話
が向かっていって、それで終わってしまうというのは非常に危険だと思っています」「大
学、人材の確保が本当に地方の課題ですから、東京ばかり集中するということは是正して
いかなければいけないと思います」

愛媛県知事
「とりわけ、今回発表されたからと言って、さらに驚くべきというようなものではなくて、
もう事前にすでに把握し、共有し、対策を進めている中での発表ではなかったかなという
ふうに思っています」




9© THE JAPAN AGRICULTURAL NEWS all rights reserved.

地方紙などで報道された市町村長のコメント（抜粋）

「減少率だけで判断し消滅という言葉はナンセンス」（中国地方）
「消滅とレッテルを張られても村がなくなるわけではない」
（東北地方）
「レッテルを貼られれば、町に移り住みたいと思う人が減る」
（東北地方）
「消滅という言葉は大嫌い。これだけ懸命に職員も町民も地域を守ろう
と頑張っているんですから」（九州地方）
「昔、どこかの大臣で（女性は）子供を産む道具みたいに言った人が
いたが、それに近いニュアンスを感じた。女性に対して失礼」
（中部地方）
「この状況をどうこうする段階は私が市長になるずっと前に既に
終わっています。人口減少社会を全ての前提にしたまちづくりをする
段階です」（四国地方）
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全国町村会が「水をさす」と抗議を発表、総務相に遺憾表明

突然の発表で、１０年前、我々は
ただ受け止めるしかなかった。反
論する余裕はなかった。しかしこ
の10年間、必死に対策を頑張って
きた。再び、消滅という言葉に怒
り心頭だ。地域は消滅しない。
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全国紙はどう報じたのか（各報道から抜粋）

朝日新聞 天声人語「また女性に押し付けるの
か」「ショック療法だと分かっていても…落ち着
かない」
日経新聞 社説「危機感をあおるショック療法を
何度も使うのは感心しない」
毎日新聞 社説「消滅という呼称はいたずらに絶
望感をあおる懸念がある」
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地方紙や雑誌など

秋田魁新報
「ショック療法」再び 自治体は冷静に対応を 「消滅可能性」に懐疑論 再び若者奪い合う恐れ
※「消滅可能性」と指摘する根拠は不確かだ

「この１０年、地道に頑張ってきた地域がまた『消滅』と言われ、自分たちのところは駄目だったの
かと下を向いてしまいかねない」

「今後は人口が減少しても、どのように地域社会を維持し得るのかという適応策に視点を移すこ
とが重要。単純な人数ではなく、例えば地域と密度の濃いつながりを持つ関係人口をつくることで、
地域に好循環が生まれる」など。

十勝毎日新聞コラム（抜粋）
自分の古里が「消滅可能性自治体」と言われ腹が立った。消滅とは「消えてなく
なる」こと。可能性という言葉で和らげてはいるが、ある指標を基に分析した赤
の他人から「（このままだと）お前のマチ消えるぞ」と一方的に言い渡された。
１０年前に同様の調査で「消滅する」と指摘されてから、どのマチも存続に向け
た施策を進めてきたはず。
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地方紙や雑誌など②（抜粋）

西日本新聞社説
「消滅可能性」は一つの見方である。名指しされても、うろたえることはない。程度の差
はあれ、九州の大半の市町村は人口減少から逃れられない。それを前提に、住民が安心し
て暮らし続けられる手だてを考えなくてはならない。
人口や出生率の数字に振り回されず、いまの暮らしを持続可能にすることに努めてほしい
少し先を見据え、地域のありたい姿を多世代の住民で描くことから始めたい。行政任せに
するよりも、生活実感が色濃く反映されるはずだ。

中央公論７月号 Z世代座談会
・いくら統計的に正しいデータでも、その発信によって女性への社会的抑圧が生まれるこ

とが想像できない人たちが考えた提言にはたして意味があるのかと思ってしまいました
・自分たちの役割は議論を起こすことだと言わんばかりの高みに立ったやり方には違和感
を持ちます。これでは現役世代や子育て世代とのミスコミュニケーションが生まれてしま
うのではないでしょうか
必要なのは不安をあおることではなく、いかに悲劇を減らし、ソフトランディングするか
です
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日本農業新聞2024年度社会面キャンペーン
「この地でずっと」

①群馬県南牧村 消滅可能性ナンバー１
②奈良県川上村 消滅可能性ナンバー２
③高知県大川村 離島を除き人口最小
④北海道夕張市 財政破綻した市
１０年前に名指しされた消滅可能性自治体を
歩いてみえてきたものは…

地方創生が始まって１０年。都市も含めて人口減少に歯止めがかからず、東京
一極集中は加速する。能登半島地震で「非効率な農村集落からは撤退し、移住
すべきだ」との声もさらに強まった。農村のこれまでと、未来は――。人口減
少が進む中で、農村の未来や現場からの地方創生を探る。

第１部“消滅”自治体は今
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記者に依頼したこと

それぞれの自治体を「まち・ひと・しごと」に分
けた視点で取材する
光と影の課題両方を執筆する
現時点の情報だけでなく歴史なども調べて書く
最終回は首長インタビューをする
若者、長らく住んでいた高齢者ら住民（肩書のな
い人）と雑談をする＝１００取材して３を書く
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消滅可能性ナンバー１の南牧村
（高齢化率も７割近く⇒日本一高齢者の健康度が高い
・最後の１戸となった集落
⇒高齢者の二人、集落に誇りを持って暮らし続けている。８０年近く、古里を１度も出たことはない。
⇒息子たちは離れた。でも、暮らせる限りこの地で生きていく。

・住民がいなくなった消滅集落
⇒子供たちが通いながら集落を整備していた。雪かきや草刈り。

・コンニャク産業の衰退と人口激減
⇒新たに花産業が生まれ、少なからず若者が参入していた
⇒小さななりわいが増えていた。空き家ビジネス、飲食店サービス
⇒消滅すると言われていても、希望を感じる若者たちがいる

農
村
は
何
も
な
い
の
で
は
な
く…

「
余
白
が
あ
る
村
だ
か
ら
可
能
性
が

無
限
に
あ
っ
て
お
も
し
ろ
み
が
あ
る
」
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記者たちは何を思ったのか
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今後の報道と農村ビジョン
・ショックドクトリンに踊らされてはならない
・消滅可能性自治体を起点にすると大切なものがみえなく
なり、女性や若者から共感は得られない
・比較しても意味はない
・一方で、農村の少子高齢化、東京一極集中は深刻な課題
である
・まず「自分たちはこの１０年地道に頑張ってきた。消滅
などしない」とした地域、現場に敬意を示したい
・地域活性化の道筋や手法は相当議論されている
・新たな地域づくりや模索・葛藤も含めて農村の現場を多
様な軸で紹介していきたい
私見ですが…
・皆に注目されるような派手さはなくても良い。各地域が
人口分析をして、未来予想図に向けて話し合いをし、連携
することが重要。現場の学び合い、そのためのサポートが
大切。インフラへの投資は欠かせない。地域だけでなく、
メディアも問われている。
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ご清聴
ありがとうございました
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